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第６回 鳥取市市民自治推進委員会 議事ポイント 

 
【自治基本条例の見直し 検討体制について】 

結論：基本的な部分は「検討組織」として委員会で検討。 
必要に応じて、外部から別の意見を持った方に入っていただき意見を伺う。 

 
○プランがあっても、それが条例に馴染むかどうかは学識経験者に聞かなければ分からない。 

 
【自治基本条例の見直し 審議の進め方について】 

結論：第１章から読み進め、課題があれば、後日学識経験者の意見を伺う。 

 
≪全体について≫ 

○鳥取市がもっと楽しく豊かにいろいろなことができるようになる基本の部分は、人口が増

加することではないか。自治基本条例に合致するかどうかは分からないが、それに関する記

載がどこにもない。若い人の人口を増やしていく施策を、もっと真剣に考えなければいけな

いのではないか。施策を条文に書くのは非常に難しいとは思うが。（Ｐ４） 

 
○「まちづくり」という言葉が頻出するが、言葉の定義がない。（Ｐ７） 
 → 学識経験者に意見を求める。定義なりで明らかにする方向で整理。 

 
○基本条例なので、改正の必要はないのでは。（Ｐ４） 

 
≪第１条から≫ 

第５条第２項 
○「市は、市民の自主的なまちづくり活動を促進するとともに」の「促進」の意味について

（Ｐ７） 
 → 主体は市民側にあるということ。その後に、「参画及び協働の機会を保障する」とあ

り、「推進」ほど積極的ではないが、環境を作ったり支援を行うということでは。 

 
第１１条 
○「市長の役割及び責務」の中には「自己研さんに努める」と書かれていないが、第１０条

「議員の責務」の中では「自己研さんに努めます」と書いてある。なぜ議員だけこのような

記載があるのか。（Ｐ８） 
 → 第１０条の「自己研さんに努めます」の前にある、「全市的な視点に立ち、的確な判

断を行うことができるように」という部分ではないか。 

  

○…意見 

（Ｐ○）…議事概要掲載ページ 
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第１１条第３項 
○人材育成について書かれているが、職員のことか。（Ｐ８） 

→ 「市政の課題に対応できる・・・」と書かれているので、職員だと思う。 

 
第１３条 
○（事務局）「コミュニティ」について、平成２４年度の見直しの際には、「地区公民館をコ

ミュニティ活動の拠点施設として位置付けているが、地域や集会所などを考えた時に、コミ

ュニティの拠点施設を地区公民館に限定する必要はないのではないか。ストレートに位置付

けていることについてどうなのか。」といったことが議論されたようだ。 
今回の見直しでは、コミュニティ中心のまちづくりが進められる中で、「コミュニティ」

について表現の仕方を議論していただく必要があるかと感じている。（Ｐ３） 
 → 学識経験者の意見を参考にしつつ、再度検討 

 
○条例改正の有無を別として、「コミュニティ」の表現については意見を交わす必要がある

のではないか。その結果、市民に対して、もう少し分かりやすい参画の方法が表現できるの

ではないかということになれば、書き込むということでもよいと思う。（Ｐ９） 

 
○上田先生が協働推進課に来庁された時に発言された「コミュニティ」部分の話について、

我々の活動エリアである「町内会」の考え方や今後の活動に影響するようなことを盛り込も

うとしているのなら、意見を聞いてみたいと思う。 

 
第１３条第３項 
○ここだけが「コミュニティ」という、人ではなく形もない抽象的なものが主語になってい

る。「コミュニティは、（中略）取組を進めます」はおかしいのでは。（Ｐ９） 

 
≪まとめ≫（事務局） 
外部から意見をいただく必要のあるような対象条文はなかったと受け取っている。 
第７回は、今回の続きと、市内部から挙がっている課題についての意見を。 

 
≪意見≫ 

○「コミュニティ活動の拠点を地区公民館とする」と書かれているが、自分の地区を見てい

てもそうは見えない。外部の意見よりも協働推進課の考え方を聞きたい。（Ｐ９） 

  
○協働のまちづくりガイドラインや地区公民館のあり方基本方針ができあがった後に、自治

基本条例の見直しをしては。（Ｐ１０） 
 → 本来であれば、任期中に実現に向けて動くことが望ましかったが、十分な合意が得ら

れた上で動いていくのが望ましいという考え方。 
参画と協働のまちづくりフォーラムなど、様々な形でご意見をいただいているので、その

あたりも十分踏まえたところで検討したいと考えている。 
















